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令和　　年　　月　　日

岡山県商工会連合会　会長　殿
住所
申請者
氏名　　　　　　　　　　　

地域課題解決型起業支援金交付申請書

起業支援金の交付について、令和元年度岡山県地域課題解決型起業支援金交付要綱第５条の規定により、下記のとおり申請します。
　なお、同交付要綱及び岡山県の定める起業支援金の対象者の要件に該当していること、提出した書類の記載に虚偽の内容が含まれていないことを誓約します。
　また、審査、統計等に必要な範囲内において、提出した書類に記載された個人情報を利用し、又は岡山県、県内市町村等に提供することに同意します。

記

１　起業に要する経費の額及び起業支援金交付申請額

起業に要する経費の額　　　　金　　　　　　　　　円

起業支援金交付申請額　　　　金　　　　　　　　　円

（注）上記の起業に要する経費の額及び起業支援金交付申請額には、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額に相当する額を含まない。

２　起業する事業の内容及び起業に要する経費
別紙１－１・別紙１－２のとおり

３　個人による開業又は法人設立の別（どちらかを〇で囲んでください。）
　　　個人開業
法人設立　　法人の種類：
代表者となる者の氏名：
住所：

４　開業又は法人設立の予定　
　　　令和　　年　　月に岡山県　　市・区・町・村において開業・設立予定

５　現在岡山県内に居住していない場合は移住時期・移住先
　　　令和　　年　　月に岡山県　　市・区・町・村へ移住予定
６　対象事業に直接従事する従業員
	役　職
	氏　名
	担当業務

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	　　　　　　
	　　　



（添付書類）
　１　３か月以内に発行された住民票（必ず添付してください。）
　２　（既に会社を設立している場合）法人の履歴事項全部証明書
　３　（既に個人事業主として開業済の場合）税務署に提出した開業届の写し
　４　（設立予定の法人以外の法人の役員に就任している場合）役員に就任している法人の履歴事項全部証明書（３か月以内に発行されたものに限ります。）





























別紙１－１
事　業　計　画　書
                        
              （必要に応じて追加で資料を作成し、添付してください。）
	【事業概要】




	【事業計画等】（詳細に記載すること。）
（１）事業の内容

　  
　　 
（２）事業により解決しようとする地域社会が抱える課題（社会性）

　　
　　
（３）提供するサービスの対価として得られる収益の内容及び金額（事業性）　　

　　
　　
（４）事業を実施しようとする地域における同種のサービスの供給状況（必要性） 



（５）起業のための資金調達の時期、方法等



（６）他に国、都道府県、市町村等の助成を受ける場合は、助成金の名称及び交付元団体



（７）その他
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別紙１－２

起業に要する経費の積算根拠

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	内容
	金額
	積算基礎
	備考

	人件費

店舗等借料

設備費

原材料費

借料

知的財産権等関連経費

謝金

旅費

外注費

委託費

マーケティング調査費

広報費

その他

	
	
	　　　　 　　
	

	合計
	
	
	
	



